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放送の再送信とその権利処理に関する一考察

１．  はじめに

　情報が発信者からユーザーの手元に届くまでに複
数の伝達手段を経由する場合がある。
　放送が視聴者に届けられるまでにも、ケーブルテレ
ビを経由したり、共聴施設から各戸へ有線で分配され
たりすることが多い。最近では地上波放送のデジタル
移行との関連から、IPマルチキャスト放送事業者によ
る放送の再送信の位置づけをめぐり、著作権法改正の
動きが加速している。
　視聴者にとっては、今見ている放送がどのような経
路を通って伝わってきているかを意識することはあ
まりないが、著作権法上は、仔細に観察すべき現実が
あり、課題がある。
　そこで、本稿では都市型ケーブルテレビにおける放
送の再送信を中心に、再送信をめぐる放送と有線放送
の関係の現状と課題を、2006年10月までの動きを加
味して考察する。

２．  再送信をめぐる法制度の概要

2.1 放送事業者による再送信の同意と著作権法上の許諾
　放送を有線放送で再送信するにあたっては、テレビ
放送の場合は「有線テレビジョン放送法」（有テレ法）
１）、ラジオ放送の場合は「有線ラジオ放送業務の運用
の規制に関する法律」（有ラ法）２）、それに加えて著作
権法３）が関係する４）。ケーブルテレビ局などの有線放
送事業者が放送を再送信しようとするときには、有テ
レ法等の規定により、放送事業者から再送信の同意を
得なければならない。おおまかにいえば、放送事業者
は、再送信同意の申請に対し、著作権の取り扱いなど
について一定の条件をつけた上で、有テレ法、有ラ法
上の同意をしているのである。以下は、テレビの再送
信を中心に論を進めることとする。
　再送信とは、有テレ法の規定等５）を勘案すると、有
線放送事業者が「放送を受信し、放送番組に変更を加
えないで、同時に送信すること」をいうと定義するこ
とができるが、放送事業者は再送信の同意に当たっ
て、さらに、「放送開始から終了まですべての番組を再
送信すること」「放送の休止時間があるときも、有線放
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送側のそのチャンネルを他に利用しないこと」を条件
としているので、本論を進めるに当たっては、「放送を
受信し、放送番組に変更を加えないで、そのすべての
放送を、放送と同時に送信すること」と再定義してお
きたい。すなわち、再送信とは「同時、丸ごと、無変更」
であり、任意の一定時間のみ再送信するようないわゆ
る部分再送信６）や、いわゆる異時再送信７）については、
一般的な再送信とは別の考え方での対応が必要であ
る。
　NHKや地上波民放の放送事業者８）は、再送信同意に
当たって、放送や放送番組の著作権法上の扱いについ
ても条件をつけている。各社表現が違うかもしれない
が、趣旨は「有線放送される放送番組の中に含まれる、
有線放送にかかる著作権等の第三者の権利について、
その権利処理が必要な場合には、有線放送事業者がそ
の責任において行うこと」という条件である。この条
件の下に、放送事業者は著作隣接権者としての有線放
送の許諾（自らが著作権者である場合の個別の番組に
関する自らの権利についての有線放送の許諾も含ま
れている、少なくともその権利行使をしていない状況
にあると推察される）を無償で行っている。
　再送信の同意は、有テレ法に基づく同意と、著作権
法上の著作隣接権者としての許諾をかね、かつ、著作
権処理について条件を付しているのである。

2.2 放送の再送信にかかる著作権法上の権利

2.2.1 著作者の権利
　著作者は著作権法23条により公衆送信権を持つ。公
衆送信とは、放送、有線放送、自動公衆送信等を含む上
位概念であって、通常、権利の行使は、放送、有線放送、
自動公衆送信と別々に行われる。
　放送と有線放送の違いは無線と有線との違いであ
り、WIPO著作権条約では区別されていないが、わが
国では保護の対象など著作権法上の取り扱いが異
なっていることから区別されている９）。自動公衆送信
とはインターネット上などで特徴的にみられるイン
タラクティブな公衆送信であり、同一の内容が同時に
受信されることを目的とした放送や有線放送とは区
別される。

　著作者の権利の行使は、他人にその著作物の利用を
許諾することによって行われる（63条1項）10）。また、

「許諾を得た者は、その許諾に係る利用方法及び条件
の範囲内において、その許諾に係る著作物を利用する
ことができる」（同2項）とあることから、著作者は許諾
にあたりその利用方法及び範囲について条件を付す
ことができるものとなっている。
　放送の再送信について、著作者が放送と有線放送を
別のものとして権利行使をしているのは以上のよう
なことからである。

2.2.2 映画の著作物と権利
　テレビで放送されるコンテンツのほとんどは、著作
権法上は「映画の著作物」といえる。
　映画の著作物の権利構造については、筆者は図1の
ように、「制作系」「原作系」「借り物系」から成り立つと
説明するのが分かりやすいと考えている11）。

　映画の著作物とは、野球やテニスの硬球ボールのよ
うなものである。芯になるもののうえに糸を巻いて皮
をかぶせて、きれいに縫い上げてボールが完成する。
糸を巻くときに補強のためにさまざまな詰め物をす
ることもある。著作権法16条の規定に照らして説明す
れば、「原作系」とはその映画に翻案された著作物、す
なわち、原作と脚本のことである。それに糸巻き等の
作業をしてボールを完成させることが、映画の著作物
の制作であり、その全体的形成に創作的に寄与した者
が映画の著作物の著作者（モダンオーサー）である。そ
して、「借り物系」とはその映画の著作物のために許諾

映画の著作物

制作系
借り物系

映画の著作
物の著作者

（複製された著作物）

著作権は 29条によ
り、映画製作者へ

26条 2項により
頒布権を有する

（人格権は残る）

原作系（翻訳された著作物） 28条による原
著作者の権利

図1　映画の著作物
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を得て複製された著作物である。借り物系は千差万別
である。多くのコンテンツに使われるものとしては音
楽がある。講義番組における講師についても、言語の
著作物を許諾を得て複製していると考えればよい。
　権利の行方についてである。制作系（モダンオー
サー）の著作権は映画製作者に法定帰属する。原作系
については二次的著作物の原著作者として映画製作
者と同一の権利を保有する（28条）。また、借り物系の
著作者については26条2項により頒布権を有する。す
なわち当該映画の著作物について、映画製作者、原作
系、借り物系それぞれの著作者は、表現は違っていて
も同等の権利を有する12）。
　なお、再送信に関しては、映画の著作物が29条1項に
いう一般的な映画の著作物であるか、2項にいう放送
事業者が放送のための技術的手段として製作した映
画の著作物かを区別する必要はない。なぜなら、29条2
項の著作物であっても放送される映画の著作物を有
線放送する権利は映画製作者に明文的に帰属してい
るからである。

2.2.3 著作隣接権
　放送の再送信には、著作隣接権者としての放送事業
者の有線放送権（99条）が及ぶ。この権利については有
テレ法上の再送信同意に当たり、セットで許諾をして
いることは先に述べた。
　実演家の放送権及び有線放送権に関しては、再送信
のように、放送される実演を有線放送する場合にはそ
の権利が及ばない（92条2項1号）。
　商業用レコードの二次使用の問題は再送信には関
係しない。二次使用料を支払わなければならない場合
の規定（95条、97条）において、放送を受信して有線放
送を行った場合は除かれている。13)

2.2.4 著作隣接権者としての有線放送事業者
　再送信している放送について、有線放送事業者は何
の権利も持たない。著作隣接権者として保護を受ける
有線放送の範囲から、「放送を受信して行うもの」は除
かれているからである（9条の2）。ケーブルテレビ側か
ら見れば、再送信は、同意を得、許諾を得て行っている

に過ぎない、単なる利用者の立場に立つものである。

2.3　有線放送事業者による権利処理
　再送信の同意に当たり、「第三者の著作権等につい
て、権利処理が必要な場合は有線放送事業者の責任で
行うこと」という条件がつけられているので、再送信
を行う側は、38条2項（営利を目的としない有線放送）
の規定に該当する場合を除き、権利処理の義務を負
う。なお、いわゆるマストキャリー条項（99条）は、放送
事業者の有線放送権が制限されるだけであって、著作
者の権利は制限されない。
　山間部や共同住宅の共聴設備のように放送のみを
再送信する施設は38条2項が適用されるものも多い
が、都市型ケーブルテレビの場合は非営利とは認めら
れず権利処理が必要である。
　ケーブルテレビが行う権利処理は、一口で言えば、
ケーブルテレビの団体14)が権利者団体と結んだ協定
に基づいて個別のケーブルテレビ局（業界では「オペ
レーター」といういいかたをすることも多い）が権利
者団体と契約を結ぶという形で行われている。
　この詳細やそれが内包する問題等は後に詳述する
こととするが、考察の一助として、ケーブルと著作権
に関する歴史を振り返っておこう。

３．ケーブルテレビと著作権の歴史

3.1共同受信施設として誕生したケーブルテレビ
　日本のケーブルテレビの歴史は1955年群馬県伊香
保温泉に始まるとするのが定説である。その２年前に
東京で始まったテレビ放送を受信するために、伊香保
温泉近くの山の上に共同受信施設を設け、そこから各
旅館に配線した。地元に受け皿として伊香保テレビ共
同聴視組合が結成され、共同受信方式の実験として始
まった事業がこの組合に引き継がれた。
　その後、テレビ局も各地で開局し、共同受信施設も増
えていくことになるが、その運営は組合方式であった。

3.2 ニューメディア時代の新秩序
　著作権法（新法）の成立は1970年、有線テレビジョン
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放送法の成立は1972年である。
　ケーブルテレビの世界では、1970年になると㈶東京
ケーブルビジョン、㈶京阪神ケーブルビジョンが誕生
するとともに、各地に株式会社の組織が誕生する。
ケーブルテレビがニューメディアといわれ、第1次
CATV15)ブームとも言われる時代の始まりである。
　このニューメディアの特徴は、放送の再送信のみな
らず自主放送を加えた多チャンネルであること、ま
た、再送信についてもその地で通常見ることのできな
い放送の再送信（区域外再送信）を行うところもでき
てきたことである。将来の可能性を秘めたビジネスの
誕生でもあった。
　業界団体結成の準備も進み、1972年には公益法人日
本有線テレビ連盟設立準備委員会が発足し、翌1973年
には著作権団体連合会と著作権使用料の協議を行っ
ている。

3.3 有線放送事業者が著作隣接権者となる
　1986年の著作権法改正では、有線送信に関する規定
の整備が行われるとともに、有線放送事業者が著作隣
接権者となり保護の対象となった。いわゆるデータ
ベースとニューメディア対応のための著作権法改正
である。改正にあたっては、ケーブルテレビはニュー
メディアのひとつとして捉えられ検討が加えられた。
　1985年9月に公表された「著作権審議会　第7小委
員会（データベースおよびニューメディア関係）報告
書」16)（本稿では以下「第７小委員会報告書」と略記す
る）では、有線系ニューメディアとして、CATV、ビデ
オテックス、VRSが検討の対象とされている。
　CATVについては、その業務内容を次のように分類
している。

　また、CATVの著作権処理については、「４　著作権
処理等の現状と問題点」と題する項目を設けている。
同時再送信については「権利者５団体が日本放送作家

組合を窓口団体として包括許諾で個々のCATV事業
者に許諾を与えている」と現状を認識し、「現在の権利
処理の方法は現実的である」として特に課題に言及し
ていない。一方、自主放送については、「都市型の
CATVの発展のためには、著作権処理のルールの確立
が緊急の課題となっている」とした上で、「文化庁に実
務者及び学識経験者からなる「ニューメディア

（CATV）における著作権等の処理の在り方に関する
調査研究協力者会議」が設けられ現在検討を行ってい
る。この会議における検討結果をも踏まえて早急に関
係団体の間において適切なルールつくりが行われる
必要がある」と指摘している。
　さらに、この報告書はケーブルテレビの将来性につ
いて、「CATVがニューメディアとして注目されてき
たのは、CATVの持つ多チャンネル性と双方向性が新
しい多様なサービスを可能にするものとして考えら
れるようになったからである。CATV施設でもいわゆ
る「都市型」といわれるものは、大規模、多チャンネル
の施設で、既に10施設が設置について許可されてお
り、現在業務を開始すべく準備中である」とし、コンテ
ンツの供給についても、「アメリカのCATVが衛星に
より番組を供給せられることによって飛躍的に発展
したように、昭和63年春の輸入通信衛星の運用開始を
手始めとして、わが国においてもそのような方法によ
り番組の供給が行われ、それに伴いCATVが発展する
ことも予測される」としている。
　すなわち、現在の姿のケーブルテレビを廻る法制等
の基本的なスキームは1970年代前半にでき、さらに、
1986年の著作権法改正をもってそれが完成したとい
えよう。ただし、この時代まだ衛星放送はなかった。放
送が大きく変化するのはその後のことである。
　筆者が不思議に思うことがひとつある。著作権法上、
何の権利も持たない者が著作隣接権者として遇される
ことになることはケーブルテレビ史上特筆すべき出来
事ではなかったのかと思うのだが、ケーブルテレビ関
係者側の資料の中にその意義についての記述が、ほと
んどといっていいほど、見出せないのである。1986年の
著作権法改正が、必ずしもケーブルテレビ事業者の切
実な願いや運動の結果としてもたらされたものではな

放送の再送信
区域内再送信
区域外再送信

自主放送
自主制作番組によるもの
供給番組によるもの
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いのではないかと、ふと想像するのである。

3.4 ケーブルテレビの自主放送
　自主放送という言葉は、放送の再送信以外のサービ
スをさす言葉として使われ始めた。地域のニュースや
情報を自ら取材して放送したり、外部からコンテンツ
を調達して放送したりする、いわゆるコミュニティー
チャンネルがその始まりである。
　1980年代になっていわゆる都市型ケーブルテレビ17)

が登場し、本格的多チャンネル時代が到来すると、ひ
とつのチャンネルをすべて外部調達コンテンツで埋
め尽くす、そんなチャンネルがたくさん並ぶものと
なってゆく。
　発展するケーブルテレビに対してコンテンツの安
定的供給の確保のために、コンテンツの供給者（サプ
ライヤーともいう）の組織として任意団体のCATV番
組供給者協議会18)が1984年に設立された。この組織に
は、NHK、民放連、映連等が参加し、その傘下の各社も
個別に参加した。著作権部会の活動にも放送局の著作
権関係者が実質的に関与している19)。
　ケーブルテレビに対するコンテンツの供給は、初期
はビデオパッケージによる供給であったが、1989年
に、スペースケーブルネットと呼ばれる通信衛星を利
用したケーブルテレビ向けの番組供給が始まる。この
ことによりチャンネル丸ごとの供給がたやすくでき
ることとなった。
　ここでいうコンテンツの供給とは、それが番組単体
であれチャンネル丸ごとであれ、有テレ法の再送信同
意とは関係のない、単純にビジネスとしてのコンテン
ツの販売であり購入である。
　1992年、放送法の改正を受けて通信衛星を利用した
CS放送が始まり、サプライヤー6社が委託放送事業者
としての認定を受ける。スペースケーブルネット事業
者から委託放送事業者への変身は、いままでケーブル
テレビを経由してしか視聴者に届かなかったコンテ
ンツを、契約さえすれば直接受信も可能にしたもので
ある。サプライヤーとオペレーターの関係ではコンテ
ンツ受け渡し手段の変更でも、取り扱うコンテンツの
変更でもなかった20)。

　CS放送の開始を受けて、郵政省（当時）は、サプライ
ヤーとオペレーターの関係において、制度が通信から
放送に変わったのだからと、有テレ法の再送信同意を
出すように迫った。そこで委託放送事業者は、有テレ
法の再送信同意をするに当たり、著作権法上の許諾条
件として従前の取引条件をそのままとすることとし
た。「別途契約を結ぶこと」を条件に再送信の同意をし
たのである。
　ここに、有テレ法上は再送信、取引上は番組供給と
いう新たな形がスタートした。
　その後CS放送は多チャンネル化を続け、ケーブル
テレビ局は自らの保有チャンネル数に合わせてその
中の任意のチャンネルを選択し、契約に従って、有テ
レ法上の再送信を行っている。

3.5 現況
　総務省の発表21)に寄れば、2005年3月末現在、自主放
送を行う許可施設のケーブルテレビ加入世帯数は
1788万世帯、世帯普及率は35.9%である。施設数は
718、事業者数は547である。ケーブルテレビの施設に
は、このほかにも再送信のみを行う施設もあり、カ
バーする世帯数はケーブルテレビ全体で2605万世帯

（52.3%22））である。
　全世帯の半数がケーブルテレビを通じてテレビ放
送を見ているということは、放送局にとって情報の伝
送路としてケーブルテレビが欠かせないものとなっ
ていることであり、また、ケーブルテレビにとっても
放送の再送信は、欠かすことのできないキラーコンテ
ンツとなっている23)ということである。
　ケーブルテレビの経営形態も初期とは変化してお
り、MSOと呼ばれる全国規模の統括運営会社も出現
している。また、ヘッドエンドの共有、自主制作番組の
交換など、さまざまな形での協同、協業のネットワー
クも構築されている。
　個別事業者の規模も、資本金、従業員数などで小規
模の放送事業者を上回るところもあり、「放送事業者
＞有線放送事業者」という式はもはや成り立たなく
なっている。
　また、業務内容としても、有線放送事業にとどまら
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ず、インターネット接続事業、電話事業など、同じイン
フラを利用したトリプルプレイとかフルサービスと
いわれるサービス形態をとっているところも多く
なっている。

４．ケーブルテレビにおける権利処理

4.1 理解しておくべき一般論としての権利処理
　権利処理とは、著作物等について著作権者等からそ
の利用の許諾を得る行為である。たいていの場合、そ
の対価の問題を内包する。また、実務上は肖像権など
の著作権以外の権利についての許諾交渉を含めて権
利処理ということが多い。
　権利処理とは著作者と利用者との関係の中で発生
する行為である。著作者が自分の著作物を自分で利用
するのは、「煮て食おうが焼いて食おうが自由」であ
る。小説家が新作を雑誌に発表するとき、音楽家が新
曲をレコーディングするとき等、最初の公表について
はあまり「権利処理」という言葉は使われない。権利処
理という言葉が使われるのは、もっぱら既に公表され
た著作物についての利用が図られるときである。映画
の著作物のように権利者が多岐にわたる場合、音楽の
ように著作物の種類としては同じであっても多くの
著作者の作品を利用したい場合等によく使われる。昨
今では、特に放送コンテンツの目的外利用のための権
利処理が話題になっている。
　権利処理は、利用を許諾する側が行っても利用する
側が行ってもかまわない。前者を元栓処理、後者を蛇口
処理ということもある。通常の映像コンテンツビジネ
スにおいては、利用を許諾する側が内包する第三者の
権利処理をしたうえで、利用目的を限定して許諾する。
ただし、音楽については例外があり、録音権処理は元栓
処理だが、広義の演奏権の処理は蛇口処理である。
　放送コンテンツに即していえば、ビデオパッケージ
商品にする場合や博物館の上映用ビデオにする場合
には放送局側（関連会社等を含む）が、内包する第三者
の権利についてもその目的に必要な限度において権
利処理し供給している。番組販売として他の放送局に
コンテンツを売る場合も同様であるが、この場合は、

音楽の放送利用（広義の演奏権）については、買った側
の放送局が処理することになる。
　一方で、財団法人放送番組センターへの番組提供
等、公共的な目的でのコンテンツ供給に当たっては、
そのコンテンツに内包される第三者の権利について
は利用する側が権利処理することを条件に、自らの権
利について許諾している場合もある。放送の有線放送
での再送信についてもこの蛇口処理方式である。
　なお、放送番組の目的外利用の一般論をするときに
は、実演家及び商業用レコードの権利にかかわること
が大きな問題として存在するが、本論の再送信には関
係が薄いので詳述しない。

4.2 ケーブルテレビにおける権利処理
　ケーブルテレビにおける権利処理は、「放送の再送
信」に係る権利処理と「自主放送」に係る権利処理に大
別される。大まかに言えば、前述の「第７小委員会報告
書」が認識している権利処理システムがそのまま機能
している。

4.2.1 テレビ放送の再送信
　放送の再送信については、有テレ法上の同意を得る
と同時に、放送に含まれる第三者の権利については有
線放送事業者が権利処理することを条件に、放送事業
者の権利（著作隣接権、著作権を含む）について許諾を
得ている。放送事業者自身は自分の権利について対価
を要求していない（ただし、「当面」などと条件をつけ
てはいることが多い）。
　有線放送事業者が行う権利処理については、日本有
線テレビジョン放送連盟（日本ケーブルテレビ連盟の
前身）が国内の権利者団体と交渉し、いわゆる「５団体
契約」24)と呼ばれる包括許諾システムを1975年に作り
上げ、それが現在も続いている。
　５団体とは日本音楽著作権協会（JASRAC）、日本シ
ナリオ作家協会、日本文芸著作権保護同盟（現在は日
本文芸家協会に引き継がれている）、日本放送作家組
合（現在の日本脚本家連盟、略称・日脚連）、日本芸能実
演家団体協議会（芸団協）である。各オペレーターは、
日脚連を窓口に5団体と「テレビ同時再送信契約」を結
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び包括的な許諾を受ける。
　契約書は1本であるが、実演家は放送の再送信には
権利がないため、芸団協については「補償金」、他の４団
体については許諾の対価としての「使用料」となって
いる。使用料と補償金を合計して１チャンネルあたり
いくらという計算方法であり、支払の窓口も日脚連で
ある（本稿では以下まとめて「使用料」という）。
　使用料は、前年度のケーブルテレビの利用料収入を
元に、次の計算式による。
　　・Ａ　区域内再送信　１波につき　0.015%
　　・Ｂ　区域外再送信　１波につき　0.09%
　　・Ａ＋Ｂの合計の限度を　0.35%とする。
　なお、５団体契約に含まれる放送の範囲は、地上波
テレビとアナログBS放送25)である。CS放送の再送信
は含まれない。契約期間は１年。自動更新である。

4.2.2 ラジオ放送の再送信
　ラジオ放送の再送信については、音楽についての
JASRACとの取り決めと、音楽以外の著作物について
の取り決めの2本立てとなっている。
　音楽以外の著作物については、上記5団体のうち
JASRACを除く4団体との包括許諾契約（「4団体契約」）
を各オペレーターが日脚連を窓口に締結している。
　使用料は、テレビと同様に、前年度の利用料収入を
元に次の計算式による
　  ・Ａ　区域内再送信　１波につき
　　  　  0.015%×10／100
　  ・Ｂ　区域外再送信  １波につき
　　  　  0.09%×10／100
　  ・Ａ＋Ｂの合計の限度を　0.35%×10／100とする。
　 音楽については後述する。

4.2.3 自主放送の権利処理

4.2.3.1 自主制作番組の有線放送のための権利処理
　ケーブルテレビ局が自主制作番組を制作するに当
たって、他人の著作物等を利用する場合には、すべて、
個別に権利者から「有線放送の許諾」を求める必要が
ある。ただし、有線放送事業者は著作隣接権者であり、
商業用レコードの利用については、二次使用料の支払

い義務はあるが許諾を得る必要はない。

4.2.3.2 供給番組による有線放送のための権利処理
　供給番組は原則としてサプライヤーが権利処理（元
栓処理）を行ったものを供給するので、オペレーター
が権利処理をしなければならないのは音楽の演奏権

（正確に言えば「音楽の有線放送利用」の権利処理）の
みである。
　サプライヤーは、ケーブルテレビへの番組供給を円
滑に行うために、権利者団体との間に協定26)を結んで
いる（この協定は再送信とは無関係）。

4.2.4  ケーブルテレビにおける音楽利用に関する権利処理
　ケーブルテレビにおける音楽利用については、権利
処理の方法が2本立てとなっている。
　「5団体契約」が適用されるテレビ放送の再送信と、
それ以外のもの（前述のラジオ放送の再送信、自主制
作番組、供給番組の演奏権処理）との2本立てである。
　後者については、日本CATV連盟（当時）とJASRAC
の覚書（1988年3月締結）に基づき、各オペレーターと
JASRACの間で利用許諾契約を結ぶシステムになっ
ている。ケーブルテレビの収入および運用するチャン
ネル数などを元に一定の計算式により計算し、当該年
度には前年度分の使用料を支払うものである。連盟と
JASRACの間では、その後も何度か確認書が取り交わ
され、契約のカバーする範囲や計算式の細部について
の部分的な見直しが行われている。
　2001年、著作権等管理事業法の成立を受けて、ケー
ブルテレビ連盟では、会員社から交渉代理権委任状を
取り、各オペレーターとJASRACの間で改めて利用許
諾契約を結びなおすことと整理するとともに、平成14
年度、15年度分の使用料をまとめた。収入と運用チャ
ンネル数に基づく一定の計算式によることには変わ
りないが、ここに、JASRAC、ケーブルテレビ連盟、オ
ペレーターの三者の関係は再整理されたとも見るべ
きであろう。ただ、この再整理に基づく実務は、後述の
不払いケーブル訴訟事件の影響で作業の一部中断を
余儀なくされる等の滞りが出ている。
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4.2.5 ケーブルテレビにおける権利処理の整理
　ケーブルテレビにおける有線放送事業の現況と権
利処理の現状を、「第7章委員会報告書」の区分と関連
付けながらまとめたものが表1である。
　また、テレビの再送信、ラジオの再送信それぞれに
ついて、再送信されるコンテンツごとに、その権利関
係を考察したものが、表２、表３である。作表に当たっ
ては、論理的な重複を恐れずに、「出演者」の欄を作り
その出演内容を細分したり、放送局の立場の欄を設け
たりして、より具体的に権利処理がイメージできるよ
う心がけた（表は、巻末に、まとめて掲載）。

５．再送信をめぐる課題

5.1 不払いケーブル訴訟事件が開けたパンドラの箱
　2001年、著作権料の不払いを続けるケーブルテレビ
事業者に対して、一連の民事訴訟が起こされた。被告
となったのは埼玉県の行田ケーブルテレビ株式会社、
千葉県の成田ケーブルテレビ株式会社、銚子テレビ放
送株式会社の3社である。原告は「５団体」とJASRAC
である。
　被告3社は、いずれも1990年から1992年にかけて開
局したケーブルテレビ局である。3社とも、テレビ再送
信のための「５団体契約」とラジオ再送信のための「４
団体契約」の締結はしていたが、使用料を支払ってい
なかった。また、3社のうち行田ケーブルは「JASRAC
契約」を締結していたが使用料は未払い、成田と銚子
は「JASRAC契約」そのものもしていなかった。
　そこで、5団体契約等に基づく平成11年度分までの
使用料を支払えというのがいわゆる「５団体訴訟」、
JASRACが契約社には使用料の支払、未契約社には損
害または不当利得返還請求、および管理著作物の使用
差し止めを求めたのがいわゆる「JASRAC訴訟」であ
る。個別の訴訟ではあるが互いに密接な関係にあるの
で審理は同時進行で行われた。（本稿では、一連の訴訟
全体を「不払いケーブル訴訟事件」と総称し、「５団体
訴訟」「JASRAC訴訟」という言葉をその内容を表す言
葉として使用することにする27）。）
　この事件、ごく単純化してしまえば、控訴審で知財

高裁が、「契約は有効だから、ちゃんと支払え」と判断
したもの（2005年8月30日判決。その後確定28））に過ぎ
ないが、一審では被告勝訴の部分が多くあったり、ま
た、被告3社の属する日本ケーブルテレビ事業協同組
合（JCBC）が自らの問題としてキャンペーン活動29)を
行ったりと、ケーブルテレビ業界内に大きな波紋を起
こした事件となった。
　筆者にとっては、現代社会においてメディアとして
の認知度の高いケーブルテレビ業界の中に、いまだ著
作権料の未払いというおよそ非近代的な出来事が存
在していたことに驚くとともに、世間一般には安定的
に行われていると見えていた再送信に関する権利処
理について、そこに問題があることを改めて世に知ら
しめした、まさに、「パンドラの箱を開けてしまった」
との印象を持つ事件であった。
　以下、この「不払いケーブル訴訟事件」の審理の過程
で争点とされたこと等にも触れながら、再送信をめぐ
る著作権上の課題をあぶりだしたい。

5.2 有線放送事業者による権利処理は可能なのか

5.2.1 有線放送事業者による権利処理は公平に行われて

いるのか。
　テレビ放送の再送信について、有線放送事業者は

「放送番組の中に含まれる第三者の権利は有線放送事
業者の責任で権利処理をすること」という放送事業者
からの許諾条件にしたがって、「５団体契約」により包
括的な許諾を受けている。
　契約には、その契約がカバーする範囲がある。「５団
体契約」が明らかにカバーしているのは地上波テレビ
放送とアナログBS放送である（筆者の取材からは、デ
ジタルBS放送については、協議中でありペンディン
グとの認識を示す関係者が多い）。対象となる著作物
の範囲は、それぞれの団体が「コントロールを及ぼし
うる範囲に属するもの」である。
　「５団体契約」にCS放送の再送信が含まれるか否か
については、不払いケーブル訴訟事件の５団体訴訟で
争われ、１審の東京地裁は「有テレ法上の再送信であ
るから、再送信の権利処理について取り決めた５団体
契約に含まれる」との趣旨の判断を示し、知財高裁は、
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事実認定の問題として「含まれない」との判断をした。
筆者は、そもそもこのような争いが起こったこと自
体、契約の当事者が、その時々に応じて契約のカバー
する範囲を文書により明確にしておかなかったから
生じたものであり、既に述べてきた経緯からしても知
財高裁の判断を妥当と考えるものである。CS放送の
再送信について有線放送事業者が権利処理の義務を
負うのは、音楽の有線放送利用（広義の演奏権）の権利
処理のみである。したがって、以降、テレビ放送の再送
信とは、特段の注釈をつけない限り、地上波テレビに
ついて（あるいは、地上波テレビにBS放送を含んだ範
囲について）述べていくこととする。
　テレビが放送する映画の著作物の再送信について
は、映画の製作者以外にも原作系、借り物系に含まれ
るすべての著作者の権利が働くことは既に述べた。テ
レビには生放送もある。生放送は固定要件にかけるの
で映画の著作物には該当しないが、許諾を得て放送さ
れている著作物は多々含まれる。当然のことながらこ
れらの著作者にも、放送の許諾権とは別に有線放送の
許諾権がある。放送コンテンツの中に含まれる著作者
は、小説家、脚本家、音楽家に限らない。評論家のコメ
ントや講座番組における講師の話等は言語の著作物
に該当しよう。
　「第7小委員会報告書」と同時期に発表された「ニュー
メディア（CATV関係）における著作権等の処理のあり
方に関する調査研究協力者会議中間まとめ」30)（以下

「協力者会議中間まとめ」と略す）は、「現在の５団体処
理では、５団体の管理に属しない著作物例えば、講演、
映画等について無許諾で使用しているという問題が
あり、現在、放送された映画の同時再送信について映
画製作者は権利行使していないが、映画製作者も権利
者団体に加わって区域外再送信について権利行使を
したいと考えている」と、ケーブルテレビにおける権
利処理の問題点を指摘している。この状況は現在でも
変わっていない。
　権利行使能力を持つ団体に所属し権利主張できる
権利者のみの権利を処理し、それですべての権利処理
を行っているかのように装い、あとは頬かむりをして
いるというのが実情である。このことは、権利者側か

ら言えば、個人の権利者等は許諾権を行使する機会さ
え与えられていないという不平等な状態であり、ケー
ブルテレビ側から言えば、いつ無許諾利用をとがめら
れても仕方がないという不安定な状態であるといえ
る。筆者が取材したところ、日本映画製作者連盟（映
連）では「権利はあるが、現在権利行使はしていない」
との認識に変わりないようであるが、そのほかには、

「権利行使をしていない」あるいは「権利行使をしな
い」と表明している権利者は見当たらない。
　「権利行使をしていない」のではなく「権利行使がで
きていない」現状に不満を持つ権利者が存在すること
は容易に想像される。

5.2.2 有線放送事業者による権利処理は可能なのか
　権利処理とは、権利者に対して事前にその著作物の
利用の許諾を得ることである。放送の再送信は、放送と
同時にそれを有線放送することである。放送の内容は
多岐に渡り、そこにはさまざまの権利者が存在する。
　論理的に言えば、再送信のために有線放送事業者が
事前に権利者の許諾を得るためには、放送に含まれる
第三者の権利情報を事前に入手する必要がある。有線
放送事業者は放送内容を予知できないので権利情報は
放送事業者に求めるしかない。しかし、放送事業者から
すれば、すべての権利情報を事前に有線放送事業者に
通知することは現実的に不可能である。また、有線放送
事業者にとっても、たとえ事前に情報が入手できたと
しても、再送信は放送の内容に変更を加えないで行う
必要があるから、すべての権利者から許諾を得なけれ
ばならず、拒否するものを出すことが許されない権利
処理となる。権利情報の入手から再送信までの時間の
中でこのような権利処理を行うことは不可能である。

5.2.3 放送事業者は再送信を拒否できるのか
　テレビ放送は電波によって行われているので、その
受信状況は地理的条件に左右される。送信所からはる
か遠く離れた山の上でも受信が可能であったり、すぐ
近くでもビル影障害で受信が不可能であったりする。
そこで、地上波テレビの再送信については、物理的な受
信の可否ではなく、放送局の免許地域を基準に、その区
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域内で行う再送信を区域内再送信、免許地域外で行う
再送信を区域外再送信と区別している。なお、衛星放送
は日本全国を放送区域としているので区域内、区域外
の問題はないが、衛星に向かってアンテナを上げられ
ないと受信できないので、北側にしかアンテナを上げ
る余地のないマンションなど地理的条件によって直接
受信不能のケースはある。
　有線放送事業者が再送信を行うには放送事業者の同
意が必要である。有テレ法には、さらに、「同意につき協
議を求めたが、その協議が整わず、又はその協議をする
ことができないときは、総務大臣の裁定を申請するこ
とができる」（有テレ法13条3項）と規定されている。
　区域内再送信は、放送局にとってもビル影障害等の
都市難視に対する有効な解決策であり伝送路の複数化
に過ぎないし、また、ケーブルテレビ局にとっても再送
信はキラーコンテンツであるから、再送信同意に関し
てあまりトラブルは起こらない。ところが区域外再送
信については、放送局とケーブルテレビ局との利害は
必ずしも一致しない。
　区域外再送信は、通常その地域では見ることのでき
ないテレビ放送を再送信することが多い31)ものである
から、ケーブルテレビ局にとっては視聴者獲得のため
のキラーコンテンツとなるが、県域を営業基盤とする
地方民放局にとっては視聴機会の減少につながる問題
となる。広告収入を経営基盤とする民放では、新たな視
聴者の獲得や滅失は、その経営基盤にかかわる問題と
なる。放送局の立場は、全国に系列局を持ちネットワー
クを完備した東京キー局とそうでない局、特に独立
UHF局では、若干異なるようである。
　有テレ法の大臣裁定の規定は、再送信同意をめぐる
トラブル解消のためにと、1986年に制定されたもので
ある32)。以降、現在までに裁定が適用されたケースが2
件ある。ひとつは、1987年山陰ケーブルテレビジョンが
阪神タイガースの野球中継で有名なサンテレビジョン

（兵庫県の県域UHF局）の再送信同意を求めたことに
関するものであり、ひとつは、1993年、四国山脈をはさ
んでテレビ過疎地にあった高知ケーブルテレビがテレ
ビ銀座といわれる瀬戸内海側のテレビせとうちの再送
信を求めたことに関するものである。2件とも、大臣裁

定は放送事業者に再送信同意をするよう命じた。
　放送事業者にとって、有テレ法上の再送信同意の申
し込みは拒否できなかったという事実が存在している
のが現状である。

5.2.4 著作権法と有テレ法の結節点
　有テレ法と著作権法の結節点として、いわゆるマス
トキャリー条項、すなわち、ケーブル局が法律上の義務
として行わなければならない再送信（義務再送信）の規
定がある。
　有テレ法13条1項はテレビ放送の「受信の障害が相当
範囲にわたり発生し、又は発生する恐れがあるものと
して総務大臣が指定した区域内にあるときは」、有線放
送事業者は、その区域内に開設しているすべての放送
事業者のテレビ放送を「そのすべての放送番組に変更
を加えないで同時にこれを再送信しなければならな
い」と定める。
　著作権法99条1項は放送事業者の再放送権及び有線
放送権を定めた条文であるが、その2項に「前項の規定
は、放送を受信して有線放送を行うものが法令に規定
により行わなければならない有線放送については、適
用しない」として、総務大臣が指定した再送信について
は放送事業者の権利を制限している。
　ただし、これは、著作隣接権者としての放送事業者の
有線放送権が働かないとしたものであって、著作者の
権利までも制限したものではない。ここで行われる有
線放送が非営利無料で著作権法38条2項に該当するも
のでない限り、誰かが何らかの方法で権利処理をしな
ければならないことに変わりない。
　マストキャリー条項は、いままで適用されたケース
は存在しない。もし適用されたとすると、著作者に対す
る権利処理は誰がするのか、さらには放送事業者の著
作隣接権を制限しても行わなければならない義務再送
信について、著作者の権利は制限されなくていいのか
という問題がある。

5.3 業界にくすぶる「二重取り論」
　ケーブルテレビ業界関係者の間には権利者の二重取
り論が根強くある。視聴者にとってテレビを見るとい
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う行為は直接受信でもケーブルテレビ経由の受信でも
なんら変わるところがない。ましてや、2台並べてみる
ということもない。それなのに、なぜケーブルテレビ経
由で見るときにはケーブルテレビ事業者が著作権料を
支払わなければならないのだろうかという素朴な疑問
である。現行の法制及びそれに基づく権利処理ルール
を仔細に観察すれば理屈では納得するのだが、それで
もまだ「なんとなく釈然としない」という気持ちが残る
のである。ここでは、その「釈然としない気持ち」が発生
するところのものを改めて考察したい。
　二重取り論を観察すると、そこにはいわば権利の二
重行使論とでもいうべきものと、権利処理ルールにお
ける金銭的二重取り論とでもいうべきものの二通り
があり、それが渾然一体となって語られるところで

「釈然としない気持ち」がさらに増幅されている。

5.3.1 権利の観点からみる「二重取り論」
　著作者は、公衆送信権の中の放送権と有線放送権を
それぞれ個別に独立して行使できる。このことは放送
の再送信についても当てはまる。なぜなら、著作権法
38条2項は「放送される著作物を営利を目的とせず、か
つ、聴衆または観衆から料金を受けない場合には、有
線放送することが出来る」と定めている。これは、著作
者に権利があるという前提の元に一定の条件の場合
の権利の制限をしているのである。これは、再送信に
ついても著作者の権利が個別独立に働くことの逆か
らの証明でもある。
　それでもなお残る「映画の著作物にいったん固定さ
れてしまった著作物の権利についても同様か」という
疑問には、「５団体訴訟」における知財高裁判決が「映
画の著作物において翻案され、または複製された小
説、脚本、音楽その他の著作物の著作者（いわゆるクラ
シカル・オーサー）については、映画の著作物の著作者
とは別個に映画の著作物について権利行使すること
ができることをいうものと解すべきである」と判示し
ている。
　テレビ再送信についての５団体契約は、著作権者に
有線放送権があることを前提に、しかも当事者間の共
通理解として締結されている。それゆえ、権利者の団

体については「許諾の対価」、権利のない実演家の団体
とは「補償金」と用語を使い分けている。
　権利が存在するということと、その対価がいくらで
あるべきかということは別の問題である。権利の有無
は法制上の問題であり、対価は当事者間の交渉の問題
である。再送信については権利の対価を要求すべきで
ないとの主張に対し、権利者側は、「だから、５団体契
約は、極端に安い対価としている」という。

5.3.2 金銭的側面から見る「二重取り論」
　包括許諾契約は、ひとつの権利者団体が、自らの管
理する著作物の種類（例えば、音楽、脚本等）がある
チャンネルの中で利用されることについて、そこでの
管理著作物の利用をあらかじめ許諾するものである。
その著作物が使われる可能性のあるチャンネルはす
べて許諾契約の対象範囲内となる。使用量の多寡は関
係しない。結果的に管理著作物が使われなかったとし
ても関係ない。包括許諾契約は、対象となる範囲を
持った、著作権法上の許諾行為である。
　包括許諾の対価の決め方は、一般的には、許諾を受
けた側の収入を基に一定の数式で算定する方式であ
る。ケーブルテレビの場合は、その会社が行うさまざ
まな事業活動のうちの「有線放送事業」による収入が
計算のベースとなる。対価の決定は、双方の合意を元
に、権利者団体の使用料規定として公にされる。実際
に計算に使われる有線放送事業収入の数字は、ホーム
ターミナルのリース料などを除外した数字である。
　再送信について、ケーブルテレビは前述のような包
括契約により放送局以外の第三者の有線放送の許諾を
得ている。一方放送事業者は、放送に当たり、自らの放
送が視聴者に見てもらえるよう著作者から、放送の許
諾を得ている。放送局もまた、自らの番組制作と放送の
ためにJASRAC等と包括許諾契約を締結している。
　包括許諾契約に当たり、その対価の算出にいかなる
計算式を用いるかということは、その許諾の内容とは
別のものであるが、放送事業者も有線放送事業者も、
その事業収入を元に計算する方式をとっているため
に、「放送局は、その放送エリア内に視聴者が放送を視
聴することを前提として権利処理をしているはずな
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のに・・・」という意識が消えにくい。

5.3.3 なおそこに残る「釈然としない気持ち」
　権利者が放送の許諾と有線放送の許諾を別々に行
使すること、許諾の範囲をどのように設定するかとい
うこと、その対価をいかなる計算式により算出するこ
とにするかということは、それぞれ個別独立した問題
である。したがって、権利的にも、金銭的にも、現行法
制上正当な権利の行使であることは明白である。
　「釈然としない気持ち」が残る所以に、放送の再送信
に働く著作者の権利が、「許諾権」のままでほんとうに
いいのかということあるのではないかと、筆者は考え
ている。
　放送の再送信とは「同時、丸ごと、無変更」の有線放
送である。ということは、情報の伝送路としての再送
信というシステムは、個別、独立に権利を持つ著作者
がすべて「Yes」と回答することを前提に成り立ってい
るシステムである。一方、著作者の立場に立てば、自ら
の関与する著作物について「No」ということは、自ら
が関与しない著作物も多数ある再送信そのものを

「No」ということに等しく、その権利は厳しく抑制さ
れたものとなっているといえよう。
　放送コンテンツのビデオ化などの場合は、そのコン
テンツに関与する権利者の誰かが「No」といった場
合、そのコンテンツの利用をあきらめる、あるいは、そ
の部分を改変して利用するなどの手段が取れるが、再
送信にはそれさえもできない。一般的な放送コンテン
ツの目的外利用と放送の再送信が決定的に異なると
ころである。
　このような特性を持つ再送信であるからこそ、「権
利があるのは分かるが、それでいいのだろうか」とい
うところが釈然としないところの根底にあるのでは
なかろうか。

６．課題の解決に向けて

　権利者は放送権と有線放送権を別々に行使しうる
ことを明白な事実とし、権利処理は公平、公正に行わ
れるべきであるという立場に立って問題を再整理し、

解決のための筆者の意見を述べたい。

6.1 現状認識

6.1.1 再送信はなくならない
　テレビ視聴者の約半数がケーブルテレビ経由でテ
レビを見ている事実があり、さらに、総務省が2000年
6月に発表した「ケーブルテレビの高度化に向けた検
討会報告書」33)（以下「ケーブル高度化検討会報告」と
略す）のうちの「制度検討WG報告書」では、「デジタル
放送時代におけるケーブルテレビについても再送信
メディアとしての役割が引き続き期待されている」と
予測していることから見ても、放送の有線放送による
再送信はなくならない。
　「同時、丸ごと、無変更」の再送信が将来にわたって
も行われることを前提に、それがいかに安定的に行わ
れるべきかを考える必要がある。

6.1.2 見直しの時期を迎えた「５団体契約」
　５団体契約がケーブルテレビの発展に果たしてき
た役割は大きい。テレビ放送の再送信は「ケーブルテ
レビ事業者が５団体契約により権利処理している」と
の建前の元に安定的に行われていると、多くの人が信
じていた。しかし、団体に属さない権利者については、

「協力者会議中間報告」が指摘した課題は放置された
ままである。そして、「５団体訴訟」は、この５団体契約
さえも履行していないケーブルテレビ事業者が存在
することを図らずも明らかにした。
　５団体契約について、「５団体訴訟」で、CS放送の再
送信がこの契約に含まれるか否かが争点となった。１
審の東京地裁は、CS放送の再送信も有テレ法上の再
送信であるから５団体契約に含まれるとし、知財高裁
は事実認定の問題として「含まれない」と判じた。筆者
は、知財高裁の判断を妥当と考えるものであるが、
翻って、なぜこのようなことが争点にならなければい
けなかったのかを問題としたい。それは、たった一言、
当事者が状況の変化に際し契約がカバーする範囲を
文書により明確にする努力を怠ったからに過ぎない。
　確かに、地上波しかなかった時代にできたこの契約
書では「テレビジョン放送の再送信」としか記されて
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いない。しかし、スペースケーブルネット事業者が委
託放送事業者として認可されたとき、委託放送事業者
とケーブル業界との間では権利問題についても協議
がなされている。そのことが５団体契約に反映されて
いないということである。
　また、ケーブルテレビ局における音楽使用は、５団
体契約とJASRAC契約の２本立てである。契約のカ
バーする範囲が異なるので問題はないのだが、

「JASRACは二つの契約で二重にとっている」とあら
ぬ誤解も受けている。両当事者にとって音楽の契約は
ひとつでも不都合はなく、分かりやすくもなる。
　５団体契約は、何らかの補完作業をするなり、見直
しをするなりしておく必要があるというのが、「５団
体訴訟」が投げかけた課題である。
　一方、IPマルチキャスト放送による地上波の再送信
問題に端を発した著作権法改正の作業は、放送の再送
信に関し、有線放送事業者に対する実演家とレコード
製作者の権利の強化、すなわち、放送実演に関する報
酬請求権の創設、商業用レコードの二次使用料の報酬
請求権の範囲の拡大という方向で行われている。
　このことは、少なくとも実演家に対する「補償金」が

「権利の対価」に変質することであり、必然的に現行の
５団体契約の見直しを迫るものである。
　見直しに当たっては、その協議のテーブルをいかに
設定するのか、契約とそれに基づく支払は、日本レ
コード協会を加えた６団体との一本化路線を継承す
るのか、個別の権利者団体ごととするのかなど検討事
項は多い。
　５団体契約の見直しは、単に契約のカバー範囲の明
確化にとどまらず、再送信の権利処理に関するシステ
ムの変更にまで及ぶ可能性がある。

6.2 課題の解決に向けて
　根本的な問題が二つある。
　ひとつは、著作者が放送の許諾をした場合、現実問
題として同時再送信による有線放送の許諾をせざる
を得ないということである。放送の許諾と有線放送の
許諾は別の権利として存在することは明白な事実で
あるが、放送の許諾はするが同時再送信による有線放

送は許諾しないということはできない。有線放送を拒
否したければ放送することを拒否するしかない。
　もうひとつは、地上波テレビの再送信において、第
三者の権利処理を放送事業者は有線放送事業者が行
うことを条件にしているが、有線放送事業者が公平公
正な権利処理をすることは不可能であるということ
である。
　筆者は、公正で安定的な再送信のために、現実には
困難な問題が横たわることを承知の上で、解決策の提
言を二つ行いたい。ひとつは、筆者があるべきと思う
姿であり、もうひとつは、より現実的な提言である。

6.3 解決策の提言～その１～
　提言の第１は、「再送信に関しては、著作者の権利は
許諾権ではなく報酬請求権とする」ことである。
　これは、制度上放送の再送信に安定感をもたらす措
置である。現行著作権法は、立場によって不満はあっ
ても不備34)は少ないといわれているが、この部分は数
少ない著作権法の不備のひとつと筆者は考えている。
制度の整備が必要なことは、マストキャリーひとつを
考察しても明らかである。

6.3.1 マストキャリーについて
　マストキャリーの積極導入については「ケーブル高
度化検討会報告」でも賛否両論が併記されているが、
著作権法上は、放送事業者の有線放送権の制限に過ぎ
ない。ケーブルテレビ局が再送信の義務を課されたと
き、著作者の許諾を得られなかったとしたら、ひとつ
の法を守るためにひとつの法に違反するというリス
クを負わざるを得ない仕組みとなっている。マスト
キャリーを実効性のあるものにするには、著作者の権
利について、それを報酬請求権にする、あるいは、制限
するという措置が取られなければならない。
　なお、義務再送信であることから、区域内に限定さ
れるべきであることはいうまでもない。

6.3.2 「著作者の権利を報酬請求権とする」としたら
　包括許諾契約は、権利者にとって、その権利行使の
実態は限りなく報酬請求権に近いものとなっている。
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テレビ再送信に関する「５団体契約」がまさにそうで
ある。したがって、国内権利者団体があり、事前に包括
許諾契約を結べる可能性のある権利者にとっては、実
態が変わらない、名目上の「権利の切り下げ」が行われ
ることになる。
　一見「権利の切り下げ」と見えるこの制度は、現実的
には、権利を主張したくても主張できていない、団体
に所属しない権利者（ノンメンバー）への対応処置で
あり、かつ、有線放送事業者を無許諾の再送信から解
放し、再送信の安定性を保証する措置となる。
　ただし、著作者が放送の許諾を与えている背景に
は、その放送されるエリアが前提として存在してい
る。そのエリア内で同時再送信されることについて報
酬請求権化されることについては理解が得られると
しても、エリアを超越することがそのメディアの本質
となるようなインフラを利用するような場合にでも
制度として著作者の「Noという権利」を奪い、放送事
業者の有線放送権行使の裁量にゆだねることが適切
であるかどうかは、さらに議論のいるところである。

（地域限定型ともいえるケーブルテレビに関しては、
５団体契約において、区域外と区域内の料率を違える
ことにより、既に包括的な事前許諾を与えている。）
　なお、報酬請求権としたとしても、ノンメンバーが
権利を行使するためのシステムを構築することはな
かなか困難であり、原則的には、ノンメンバーについ
ては放送事業者が放送の許諾を得る際に有線放送の
許諾をあわせて得ることを推進するしかなかろう。そ
の上で、立替分の回収等についてどうあるべきかを検
討していくということにならざるを得ないだろう。
　著作権法上、報酬請求権や補償金については単一の
団体による権利行使となっていることに鑑みれば、
ケーブルテレビ連盟、民放連、ＮＨＫの三者を中心に
新しいテーブルを構築するか、あるいは、権利者の団
体と放送事業者の団体がともに参加している現在の
私的録画補償金管理協会等の既存の組織を活用する
ことも考えられよう。

6.4 解決策の提言～その２～
　提言の第２は、「再送信に関しては、放送事業者が有

線放送権の処理もしてしまう」という権利処理ルール
を確立することである。
　これは、法改正をしなくても可能な方法である。放
送事業者が放送の許諾を得るに当たって、有線放送に
よる同時再送信の許諾も得ておくことにすれば、少な
くとも無許諾のまま再送信される著作物が存在する
という状況は排除できる。放送事業者は放送に当たっ
て必ず放送の許諾を得る作業をするのであるから、そ
のとき同時再送信についても了解を得ることは容易
なことであろう。35)

　現在の権利処理ルールからすると、同意と許諾の条
件として有線放送事業者に課されている第三者の権
利処理に関する義務を、少なくともノンメンバーに関
してはなくしてしまおうということである。
　放送事業者の立場に立てば、従来有線放送事業者が
行っていた業務を肩代わりすることであり、有線放送
のための対価を有線放送事業者からどのような形で
徴収していくのかという問題が残る。特に、区域外再
送信の取り扱いが大きな課題となる。

6.5 悩ましい「区域内と区域外」
　コンテンツビジネスにとって重要な要素である「エ
リア」の問題がある。コンテンツビジネスの基本はコン
テンツホルダーがメディア、時間差などさまざまな条
件を組み合わせてコンテンツの露出をコントロールす
ることで成り立っている。その大きな要素のひとつが
エリアであり、言語圏、国、地域等さまざまなエリアを
設定することによってそのビジネスを成立させてき
た。ケーブルテレビ局が地上波放送局と同様に地域限
定型のメディアとして存在していることに対し、IPマ
ルチキャスト放送やインターネット放送は良くも悪く
もエリアという概念を超越することのできるメディア
である。だからこそその位置付けに苦慮するのである。
　再送信におけるエリアの概念は、実際に電波が受信
できるかどうかではなく、放送局の免許区域により、
区域内と区域外に区別してきている。
　ケーブルテレビの歴史が共同受信施設に始まったこ
とが象徴するように、見難いテレビを何とかしてみた
いという欲求から始まった区域外再送信は、現在、実態
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として多様なものとなっている。民放局が少ないため
にその地域で見られない系列の局の区域外再送信、住
民の生活圏が県境とは異なるための区域外再送信36)、
大都市圏における県域独立UHF局の放送を近隣都道
府県のケーブルが行っている区域外再送信、過去の民
放系列が少なかった時代に始まった区域外再送信が
民放系列の完備したいまもそのまま残っている区域
外再送信など、まさにさまざまである。
　既に述べたように、区域内再送信については放送事
業者と有線放送事業者の間にトラブルは存在しない。
時として利害対立が起こるのは区域外再送信である。
　話を放送局による権利処理の実現の可能性に戻そ
う。
　放送局が、再送信に係る権利処理を有線放送事業者
の義務としてきたことの一つには、放送事業者にとっ
ては「自らの権利について無償で許諾しているのに、
なぜ、有線放送のために第三者の権利についてまで自
らの責任と経費負担で行わなければならないのか」と
いうことがある。特にこの問題は、区域外再送信に
とって顕著となる。
　「放送事業者が有線放送権の処理をする」場合、区域
内再送信については、いわば立て替えた有線放送権の
対価をどのように有線放送事業者から徴収するかと
いうことに収斂することができるが、区域外再送信と
なると、許諾をしたくないものにまで放送事業者は協
力の義務があるのかという問題が発生する。なぜな
ら、有テレ法の大臣裁定により再送信を認めざるを得
なかったケースがあるからだ。
　区域外再送信は、再送信全体が放送事業者と有線放
送事業者の運命共同体としての事業ということがで
きる中でのいわば「鬼っ子」である。鬼っ子ならば抹殺
してしまえという議論も成り立つが、そうはいかない
個別事情もある。だとするとこれは、個別問題として
解決するしかない。
　区域外再送信といえども、放送事業者の「同意と許
諾」のもとに行われるのであるから、「許諾をする以上
権利処理の労はとる」というルールさえ確立できれ
ば、対価の受け渡しの問題として収斂する可能性は
残っている。

７．まとめ

　いささか大胆な発言をすれば、「再送信にかかる権
利者の権利はすべて報酬請求権とする」「再送信に係
る有線放送権の処理は放送事業者による元栓処理の
方向にシフトしていく」という新しいスキームの中
で、金銭その他の利害得失を調整していくということ
にしない限り、公正、公平な権利処理はなく、また、放
送の再送信を著作権法上安定的に行うことが困難で
ある、というのが筆者の意見である。
　放送の同時再送信をめぐる問題は、ひとえに、放送
の伝達路の複数化への対応の問題であって、放送コン
テンツの流通拡大の問題ではない。
　現代社会にあって、情報の伝達路が複数化すること
は必須である。情報は、届けられるべき人に対して正
確に届けられなければならない。そのためには、関係
する伝達メディアの間に、法律的にも、技術的にも安
定した関係が構築されなければならない。
　放送のIPマルチキャスト放送による再送信が話題
に上る今、この問題がどのように位置づけられるにせ
よ、再送信における権利処理を公平、公正に行う方法
を構築することが必要であり、そのことが放送の伝達
路として同時再送信を行う有線放送事業者の事業を
著作権問題のリスクから解放することにつながると
考える。

（以上）

＜注＞
1)　昭和４７年７月１日法律第１１４号
2)　昭和２６年４月５日法律第１３５号
3)　昭和４５年５月６日法律第４８号
4)　テレビの再送信の場合、有テレ法と著作権法がそれ
ぞれ独立して関係することとなるが、有テレ法はケーブ
ルテレビ施設をその規模によって区分し、著作権法は、
その施設が営利企業か否かによって区分するので、それ
ぞれの法が適用されるのは、次の表の○印となる。
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5)　有線テレビジョン放送法施行規則第2条（定義）で
は、「『同時再送信』とは、放送事業者又は電気通信役務
利用放送事業者のテレビジョン放送若しくはテレビ
ジョン多重放送又は電気通信役務利用放送を受信し、
そのすべての放送番組に変更を加えないで同時にこ
れらを再送信する有線テレビジョン放送をいう」と定
義している。
また、著作権法44条2項の有線放送事業者による一時
的固定は、その対象として「放送を受信して行うもの」
を除いている。
　本稿では、著作権法38条の制限規定の表現等も勘案
し、再送信とはそもそも同時のみをいうものであると
して論を展開することにした。
6)　「部分再送信」も再送信ではあるが、「同時、丸ご
と、無変更」のうち、丸ごとの要件が欠けるので、本論
では対象外とした。
ラジオの部分再送信については、昭和30年代から昭和
40年代にかけて「有線放送電話」が農村の情報インフ
ラとして隆盛し、朝、昼、夕方にはラジオのニュースと
地域のお知らせの放送、その他の時間は集団電話とい
う利用が多く見られた。
7)　異時再送信とは、ローカルニュース等をケーブル
テレビ局が放送と同時に収録し、別の時間にコミュニ
ティーチャンネルで放送するような場合に使う業界
の慣用語である。しかし、これは、相手方に複製を認め
た番組の供給であって、再送信ではない。このような
番組供給は、航空機内でのニュースの上映等でも行わ
れている。
8)　わざわざ地上波と断り書きをつけているのは、後
に、CS放送のことがあるから。
9)　《加戸守行「著作権法逐条講義（四訂新版）」著作権
情報センター　2002　p30》

10) 条文を示すにあたり、特に法律名を示さない場合
は著作権法の条文とする。
11) 本図および用語の初出は、《青木早苗、杉村晃一

「映像コンテンツの権利構造に関する制作関係者の意
識調査」『メディア教育開発センター　研究報告書48』
メディア教育開発センター　2004》
　本図における「借り物系」とは、著作権についてであ
る。放送コンテンツでは、著作隣接権（実演家、商業用
レコード）のことに触れる必要がある。
12) 借り物系の著作者については、頒布権は有する
が、その著作物が複製された映画の著作物について公
衆送信権（再送信にそっていえば、その中の有線放送
する権利）が直接的に及ぶのかということに疑問を呈
する者もあるが、そのような権利制限規定は見当たら
ない。また、本稿後述の「不払いケーブル事件」判決で
も否定されている。なお、借り物系については、許諾を
得て複製するに当たり許諾条件をつけることができ
るので、権利処理実務上は、具体的な権利関係を把握
しづらいところがある。
13) 再送信に関して、実演家及びレコード製作者の権
利拡大が具体的に予定されているが、本論の論旨とは
大きな齟齬は無いので、本論執筆時の事実関係を踏ま
えて論述する。
14) ケーブルテレビの業界には、1972年の公益法人日
本有線テレビ連盟設立準備委員会が発足して以来、名
称の変更は行われたが、現在の社団法人日本ケーブル
テレビ連盟につながる組織が連続的に存在している。
15) ケーブルテレビとCATVはほぼ同義である。
CATVはcommunity antenna televisionの略として使
われ始めた。CATVにかわってケーブルテレビという
言葉が多く用いられるようになったのは、1990年代、
年号が平成に変わってからである。年に１度開催され
る業界のフェアも、「フェスティバルCATV’90」から

「ケーブルテレビ’91」と変わっている。本稿で取り上げ
ている業界団体も1995年に「日本CATV連盟」から「日
本ケーブルテレビ連盟」と改称している。現在、総務省
の発表資料は、「ケーブルテレビ」の語を用い、その範
疇に含まれるものを「自主放送を行う施設」と「再送信
のみを行う施設」に区分し、さらに、各々について「許

（端子数）

許可施設
（500以上）

届出施設
（51～499）

小規模施設
（50以下） 

有テレ法
著作権法
有テレ法
著作権法
有テレ法
著作権法

営利施設
○
○
○
○
×
○

非営利施設
○
×
○
×
×
×
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可施設」と「届出施設」に分類している。なお、CATVの
語が排除されたわけではなく、現在でも業界団体のひ
とつは「日本CATV技術協会」と名乗っている。
筆者は、総務省の分類にいう「自主放送を行う施設」を
念頭に置き、ケーブルテレビの語を慣用的に使用して
いるが、これをCATVと読み替えてもなんら問題は起
こらない。
16) 《著作権審議会第７小委員会『著作権審議会第７
小委員会（データベース及ニューメディア関係）報告
書』文化庁　昭和60年9月》　全文が著作権情報セン
ターホームページ（ht tp : / /www.c r i c . o r . j p /）。
17) 「『都市型』とは、郵政省の『都市の大規模有線テレ
ビジョン放送施設に関する開発調査研究会』の報告に
合致した計画をさして、新聞メディアが名づけたもの
で、法的・制度的なものではなかったが、後に郵政省が
①引き込み端子数１万以上、②双方向機能を有するも
のという定義を当てはめた。」 《社団法人日本ケーブル
テレビ連盟25周年記念誌編集委員会「日本のケーブル
テレビ発達史～社団法人日本ケーブルテレビ連盟25周
年記念誌～」　日本ケーブルテレビ連盟　2005　p35》
18) 後にケーブルテレビ番組供給者協議会と改称、
2002年解散。通称は「番協」または「番供協」という。
19) 著作権部会長は、民放連、NHK、在京民放局のいず
れかの著作権部長が担当。
20) 衛星を利用したコンテンツビジネスは、直接受信

（DTH＝direct to home）であろうとケーブルテレビ経
由であろうと、受信する顧客の総数を増やすことにあ
る。DTHについては衛星のプラットホーム会社が、
ケーブル経由についてはケーブル局が顧客管理をし
ているというビジネスモデルとして把握すると分か
りやすい。
21) 《総務省報道資料「ケーブルテレビの普及状況」総
務省ホームページ　2005年6月1日》
22) この百分率は報道資料の数字から筆者が試算し
たもの。
23) 地上波テレビの再送信をしていないケーブルテ
レビ局は存在しない。
24) 「5団体ルール」とも言う。「５団体契約」及び次の
ラジオのための「４団体契約」の契約内容については、

《ケーブルテレビと著作権編集委員会『ケーブルテレ
ビと著作権　2000』社団法人日本ケーブルテレビ連
盟、ケーブルテレビ番組供給者協議会共同発行　1999
　p130̃134 》。筆者は本書の編集委員。
25) 筆者の取材結果では、デジタルBS放送については

「協議中」との認識を示す関係者が多く、範囲内とも、
範囲外とも断定できない。
26) 《CATV番組供給者協議会著作権部会編集小委員
会「CATVと著作権～番組制作・供給の手引き～（改訂
版）」CATV番組供給者協議会　1990》。本書には
CATVへの供給に関する6協定の全文を収録。
27) これらの事件の詳細は次のとおり（判決文は、最
高裁判所ホームページの「知的財産権判決」データ
ベース　http://www.courts.go.jp/）
平成16年5月21日　東京地裁判決
　・平成13（ワ）8592等・・・成田に対する5団体訴訟
　・平成13（ワ）8593等・・・行田に対する5団体訴訟
　・平成13（ワ）10769等・・・銚子に対する5団体訴訟
　・平成13（ワ）20747等・・・3社に対するJASRAC訴訟
平成17年8月30日　知的財産高裁判決
　・平成17年（ネ）10009等・・・5団体訴訟
　・平成17年（ネ）10012等・・・JASRAC訴訟
28) 一審被告側（ケーブルテレビ側）が上告したが、最
高裁は、平成18年10月3日、上告不受理の決定。
29) 日本ケーブルテレビ事業協同組合のホームペー
ジ（  http://www.jcbc.tv/）で、その主張等を見ること
ができる。
30) 《「ニューメディア（CATV関係）における著作権等
の処理の在り方に関する調査研究協力者会議　中間
まとめ」文化庁　1985》著作権情報センターホーム
ページ（ http://www.cric.or.jp/）。
31) 区域外再送信の実態は多様である。このことにつ
いては、後述。
32) 前掲「日本のケーブルテレビ発達史～社団法人日
本ケーブルテレビ連盟25周年記念誌～」には、制定の
いきさつについて「民放連等の強い反対はあったが」

（p38）との記述があるが、筆者の取材では、制定当時、
反対したのはケーブルテレビ側であり民放連は賛成
であったようである。もちろん現在では立場が逆。
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33) 《ケーブルテレビの高度化に向けた検討会「ケーブ
ルテレビの高度化に向けた検討会報告書」　総務省　
2006》総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）
34) 著作物のある利用行為について何の定めもない
ようなケース、条文の間に論理矛盾があるようなケー
スを想定して「不備」という言葉を用いた。
35) 筆者は、某放送局の出演契約書の中に「ケーブル
テレビでの同時再送信を含む」という記述を見たこと
がある。現在、放送事業者にとって有線放送権の処理
を事前に行っておく義務は必ずしもないが、放送は必
ず同時再送信が行われることを前提に、不測の事態を
避けるために任意の努力をしているものといえよう。
36) 例えば、関門海峡を挟んだ北九州と下関、伊豆半
島東海岸など、県域とは異なる生活圏、テレビ受信慣
行が存在する。

【英文表記】
Study of Rights clearance on wire diffusions made 
upon broadcasts
Koichi Sugimura

[Abstract]
Retransmission of broadcast is performed based on 
Cable Television Broadcasting Law and Copyright 
Law. The rights clearance is performed by the 
blanket policy between five author’s organizations 
and wire diffusion organizations. However, some 
problems that should be settled are still left behind 
there. In order to perform rights clearance impartially 
and to perform retransmission of programs without 
the risk on copyright, it is necessary to change
author’s rights into the remuneration rights from the 
exclusive rights.
 [Key words]  wire  d iffus ion,  author ’s  r ight ,  
neighboring rights, retransmission, blanket policy

表1　ケーブルテレビの権利処理

なし

なし

なし

なし

なし

？

無償で許諾

無償で許諾

無償で許諾

無償で許諾

ケーブル局が処理しな
ければならない権利

作成：杉村晃一（2006/3/10)

備考

5団体
契約

JASRAC
契約

4団体
契約

未処理部分が
残っている
未処理部分が
残っている
未処理部分が
残っている
未処理部分が
残っている

無料放送、
NHKは無償
有料放送は
別契約

供給番組 契約による 音楽を除く第
三者の権利

全部処理
できている

供給番組 音楽を除き原
則元栓処理

著作隣接権
の保護対象

自主制作
番組

著作隣接権
の保護対象

区域内再送信

区域外再送信

包括許諾契約*3
第７小委員会報告書の区分 現況 放送事業者

の権利
元栓処理され
ている権利

放送の再送信

自主放送
自主編成チャンネル自主制作番組

BS放送の再送信

CS放送の再送信

○

○

＊1

＊1

○

○

○

○

○

○

○

すべての第三者の権利

すべての第三者の権利

すべての第三者の権利

すべての第三者の権利

すべての第三者の権利

少なくとも音楽の演奏権は必要

音楽の演奏権

音楽の演奏権

すべての権利＊2

区域内

区域内

区域外

区域外

地上波テレビの再送信

ラジオの再送信

地上波テレビの再送信

ラジオの再送信

＊１　アナログ放送は含まれる。デジタル放送は協議中。
＊２　商業用レコードは許諾不要だが、二次使用料の支払い義務
＊３　「５団体」とは、JASRAC、日脚連、シナリオ作協、文芸家協会、芸団協
　　　「４団体」とは、日脚連、シナリオ作協、文芸家協会、芸団協
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表２
再送信されるコンテンツとその権利処理
地上波テレビの再送信にかかる権利

権利の状況 放送事業者
の隣接権 再送信に当たって必要な権利処理 カバーしている

包括契約＊5

・著作者の権利は映画製作者に法定帰属 ○ ・放送事業者以外の映画製作者
　から許諾を得る必要。

・原著作者として、映画製作者と同じ権利（28条） ○ ・すべて許諾を得る必要。 ５団体契約

音楽 ○ ５団体契約

それ以外 ○

言語の著作者 ・借り物系として取り扱う。 ○ ・すべて許諾を得る必要。

実演家
・録画の許諾をした場合にはワンチャンス主義。
・放送事業者に放送の許諾をした場合には放送に
　ついてワンチャンス主義。
・いずれの場合も再送信について権利なし。

○

○

・権利処理不要
５団体契約に
より補償金の
支払

それ以外 ・権利処理不要

○
・レコード製作者、実演家に
　ついては、権利処理不要。
・楽曲については許諾が必要。

楽曲について
は５団体契約

・放送局が製作する映画の著作物は映画の
　製作者（29条2項）
・それ以外は単なる利用者

○ ・再送信の同意及び許諾を得て
　いるので、配慮の必要なし。

・脚本を翻案して放送する者と考えるときには、
　ディレクターは実演家。
・脚本がないものについては、10条の例示には
　ない著作物の著作者とも考えられる。

○ ・再送信の同意及び許諾を得て
　いるので、配慮の必要なし。

・翻案利用された著作物の著作者として有線放送
　の許諾権がある。 ○ ・すべて許諾を得る必要。

・すべて許諾を得る必要。

・すべて許諾を得る必要。

音楽 ○

それ以外 ○

○

○

○

言語の著作者 ・借り物系として取り扱う。

実演家 ・放送の許諾をすれば、再送信には権利なし。 ・権利処理不要 5団体契約により
補償金の支払

それ以外 ・著作権法上の権利なし。 ・権利処理不要

・レコード製作者、実演家は放送事業者に対する
　二次使用料の請求権はあるが、再送信について
　は権利なし。
・楽曲については、借り物系の音楽。

○
・レコード製作者、実演家に
　ついては、権利処理不要。
・楽曲については許諾が必要。

楽曲について
は５団体契約

・製作者という概念はない。
・著作物の単なる利用者とも考えられる。
・脚本のないものについては、10条の例示に
　はない著作物の法人著作とも考えられる。＊4

○ ・再送信の同意及び許諾を得て
　いるので、配慮の必要なし。

実演家
・著作物を演じる者ではないので、実演に該当
　するか否かの検討が必要。
・実演に該当する場合でも、放送の許諾をすれ
　ば再送信には権利なし。

○ ・権利処理不要
５団体契約に
より補償金の
支払

それ以外 ・著作権法上の権利なし。 ○ ・権利処理不要

・製作者という概念はない。 ○ ・再送信の同意及び許諾を得て
　いるので、配慮の必要なし。

著作物でないもの
（著作物が含まれ
ないもの）＊3

放送局の立場

出演者

制作系（モダンオーサー）

原作系

出演者

商業用レコード

放送局の立場

制作系

商業用レコード

放送局の立場

出演者

再送信されるコンテンツ

映画の著作物＊1

映画の著作物
以外のもの＊2

・すべて許諾を得る必要。
・クラシカルオーサーとして有線放送の許諾権
　がある。
・当初の契約により利用目的が限定されて
　いるケースが多いという特徴を持つ。

借り物系

・許諾を得て利用された著作物の著作者として、
　有線放送の許諾権がある。借り物系

原作系

＊１　再送信に関しては、放送事業者の製作した映画の著作物（29条2項）も一般的な映画の著作物（29条1項）も、映画製作者の権利は同じ。
＊２　生放送は物に固定されていないので、映画の著作物には該当しない。
　　　ただし、生放送を放送事業者が放送同時収録したものは映画の著作物であり、放送事業者は、その映画の著作物の製作者である。
＊３　株式市況を文字画面のみ、あるいは文字と読み上げ音声のみで放送するような場合が考えられる。
　　　これにBGMをつけた場合には、「映画の著作物以外のもの」で見る。
＊４　生放送のニュース番組等については、脚本を翻案して放送するものではないから、著作物の著作者と考えるほうが正当であろう。
＊５　包括契約があっても、ノンメンバーの著作物など包括契約に含まれないものがある。つまり、未処理部分が残ることに注意が必要。

作成：杉村晃一（2006/3/10）

・著作権法上の権利なし。

・レコード製作者、実演家は放送事業者に対する
　二次使用料の請求権はあるが、再送信について
　は権利なし。
・楽曲については、借り物系の音楽。

５団体契約

５団体契約

（追記）　著作権法の一部改正が2006年12月15日に成立（施行はほとんどが2007年7月1日）したが、本表はその結果を反映していない。
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（追記）　著作権法の一部改正が2006年12月15日に成立（施行はほとんどが2007年7月1日）したが、本表はその結果を反映していない。

表3
再送信されるコンテンツとその権利処理
ラジオの再送信にかかる権利

権利の状況 放送事業者
の隣接権 再送信に当たって必要な権利処理 カバーしている

包括契約＊2再送信されるコンテンツ

作成：杉村晃一（2006/3/10)

・翻案して放送することを許諾したもの
　として、有線放送の許諾権を持つ。 ○ ・すべて許諾を得る必要。 ４団体契約

音楽 ○ JASRAC契約

それ以外 ○

言語の著作者 ・放送に利用を許諾したものとして、有
　線放送の許諾権を持つ ○ ・すべて許諾を得る必要。

実演家
・放送事業者に放送の許諾をした場合に
　は放送についてワンチャンス主義。
・再送信について権利なし。

○
４団体契約に
より補償金の
支払

それ以外 ・著作権法上の権利なし。 ○

・レコード製作者、実演家は放送事業者
　に対する二次使用料の請求権はあるが、
　再送信については権利なし。
・楽曲については、有線放送の許諾権あり。

・レコード製作者、実演家につ
　いては、権利処理不要。
・楽曲については許諾が必要。

楽曲について
はJASRAC契
約

・著作物を伝達する者。
・番組のディレクターは、実演家に該当する。 ○ ・再送信の同意及び許諾を得て

　いる。

・翻案して放送することを許諾したものとして、
　有線放送の許諾権を持つ。

○

・すべて許諾を得る必要。 ４団体契約

音楽

○

JASRAC契約

それ以外

○

言語の著作者 ・放送に利用を許諾したものとして、有線放送
　の許諾権を持つ

○

実演家
・実演家が放送の許諾をした場合には、それを
　放送事業者が録音すること、再送信すること
　に権利はない。

○

・権利処理不要
４団体契約に
より補償金の
支払

それ以外 ・著作権法上の権利なし。

○

・権利処理不要

・レコード製作者、実演家は放送事業者に対す
　る二次使用料の請求権はあるが、再送信につ
　いては権利なし。
・楽曲については、有線放送の許諾権あり。

○

・レコード製作者、実演家につ
　いては、権利処理不要。
・楽曲については許諾が必要。

楽曲について
はJASRAC契
約

・著作物を伝達する者。
・録音物についてはレコード製作者となる。
・番組のディレクターは実演家に該当する。

○

・再送信の同意及び許諾を得て
　いるので、配慮の必要なし。

・翻案して放送することを許諾したものとして、
　有線放送の許諾権を持つ。

○

・すべて許諾を得る必要。 ５団体契約

音楽

○

JASRAC契約

それ以外

○

言語の著作者 ・放送に利用を許諾したものとして、有線放送
　の許諾権を持つ

○

実演家

・最初の録音に関してはワンチャンス主義は適
　用されないので、放送事業者は放送の許諾を
　得る必要がる。
・放送の許諾を得た実演に関しては、再送信に
　権利がない。

○ ・権利処理不要
４団体契約に
より補償金の
支払

それ以外 ・著作権法上の権利なし。 ○ ・権利処理不要

・最初の録音者による録音権処理が必要。ただ
　し、放送用コンテンツとして製作される場合
　には、放送事業者の包括契約が適用される。
・レコード製作者、実演家は放送事業者に対す
　る二次使用料の請求権はあるが、再送信につ
　いては権利なし。
・楽曲については、有線放送の許諾権あり。

○
・レコード製作者、実演家につ
　いては、権利処理不要。
・楽曲については許諾が必要。

楽曲について
はJASRAC契
約

・その録音物の単なる利用者。
・著作物を伝達するもの ○ ・再送信の同意及び許諾を得て

　いる。

＊１　ニュース原稿が著作物であって、それをアナウンサーが口述していると捉えるのが正当であろう。
＊２　包括契約があっても、ノンメンバーの著作物など包括契約に含まれないものがある。つまり未処理部分が残ることに注意。

生放送

放送事業者によ
る録音の録音物
による放送

・すべて許諾を得る必要。

・すべて許諾を得る必要。

・放送利用を許諾したものとして、有線
　放送の許諾権を持つ。

許諾を得て
利用する著
作物

・放送に利用を許諾したものとして、有線放送
　の許諾権を持つ

放送事業者以外
の者の録音によ
る録音物の放送

原作・脚本

許諾を得て
利用する著
作物

商業用レコード

放送局の立場

放送局の立場

商業用レコード

原作・脚本

出演者

商業用レコード

放送局の立場＊1

・権利処理不要

・放送利用を許諾したものとして、有線放送の
　許諾権を持つ。 ・すべて許諾を得る必要。

出演者

原作・脚本

出演者

許諾を得て
利用する著
作物




